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※本ガイドライン案は１月２７日に開催された検討会用資料であり、

最終版ではありません 

参考資料３  環境への放出の可能性（整理集約表）（続き） 
 

＜製品の廃棄処理時＞                   （○：環境中に放出される可能性がある。  ×：環境中への放出の可能性は少ない） 

ナノ材料 
検討した製品の種

類 

破砕処理 

時の飛散 

焼却処理 下水処理汚泥の

焼却処理に伴う

環境中への放出

埋立処分場から

の浸出水による

環境中への放出

備考 大気中への 

放出 

ばいじん・燃え

殻からの飛散

カーボンブラック タイヤ等 ○ ×（※１） ×（※１） ×（※１） ○  

ポリスチレン 
化粧品    ×（※１）  

 
ディスプレイ表面 ○ ×（※１） ×（※１） ×（※１） ○ 

アクリル微粒子 
化粧品    ×（※１）  

 
インクジェット  ×（※１） ×（※１） ×（※１）  

フラーレン スポーツ用品 ○ ×（※１） ×（※１） ×（※１） ○  

多層カーボンナノチューブ 半導体トレイ ○ ×（※１） ×（※１） ×（※１） ○  

カーボンナノファイバー リチウム二次電池 ○ ×（※１） ×（※１） ×（※１） ○  

二酸化チタン 

化粧品    ○  

 トナー  ○ × ○ ○ 

塗料 ○ ○ × ○ ○ 

酸化亜鉛 化粧品    ○   

銀 
繊維製品  ○ × ○  

 
家電製品 ○ ○ × ○ ○ 

酸化セリウム 研磨剤   ×    

備考  ※２  ※３  ※４  

※１：現在日本で使用されている焼却施設（800℃以上、滞留時間 2 秒以上）では分解すると考えられる。 

※２：材料中に含有されるナノ材料の破砕時の飛散を想定している。 

※３：ばいじん・燃え殻は固化等の措置により環境中への放出の可能性は少ないと考えられる。 

※４：埋立処分場からの浸出水中のナノ材料については、土壌吸着等に関する十分な情報がないことから、環境中への放出の可能性があるとした。 
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※本ガイドライン案は１月２７日に開催された検討会用資料であり、

最終版ではありません 

参考資料４  国内外の取組の現状と動向（整理集約表） 

 

米国 EC 英国、ヨーロッパ諸国 日本 OECD その他 

・21 世紀ナノテク研究開

発法（2004） 

・国家ナノテク戦略

（NNI：2004/12、

2007/12） 

・EPA：White Paper

（2007/2） 

・EPA：Stewardship 

program による情報の

収集（2008/1～） 

・NIOSH：TiO2 作業環境

に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

（draft）（2005/11） 

・DOE：配下の研究所で

の取扱ガイドライン

（2007/6） 

・EPA：カーボンナノチ

ューブ及びナノシリカ、

ナノアルミナの一種は

TSCA の基で新規化学物

質と考えられることを

公表（2008/10、2008/11） 

・EPA：5 月に NGO から提

出された銀ナノ粒子を

殺虫剤と扱う嘆願書の

扱いをパブコメに公表

（2008/11） 

・Framework 

Programme を中心と

した種々の活動 

・「Towards a European 

Strategy for 

Nanotechnology」

（2004/5) 

・EFSA による食品中

のナノ材料に関する

情報の募集（～

2008/3) 

・SCCP による化粧品

中のナノ材料に関す

る意見募集(2007/12

に結果報告) 

・予防原則に基づく事

業者の責任ある開発

をうたった行動規範

（Code of Conduct)

の公表（2008/2) 

・その他、Nanosafe2 

等の web site での情

報開示、収集等を広

く実施。 

・The Royal Society のﾚﾎﾟ

ｰﾄ(2004/7) 

・DEFRA からのﾚﾎﾟｰﾄ 

 （2005/12、2007/12) 

・自主的情報提供システム

を開始（2006/9～） 

・BSI による種々の規格(一

般仕様書等）の発行

（2007/12） 

・英国環境汚染委員会から

ナノ材料の安全問題に関す

るレポートが公表

（2008/11） 

 

〔ドイツ〕労働安全衛生研

究所による労働安全に関す

るガイドライン（2008/4) 

〔アイルランド〕食品部門

官庁からの予防的原則に基

づいたレポート（2008/9）

〔フランス〕労働安全部局

から予防原則を主とした提

言を報告（2008/11） 

〔スイス〕アクションプラ

ンの公表（2008/5) 

ナノ材料チェック表の公表

（2008/12） 

・内閣府 科学技術連携施策

｢ナノテクノロジーの研究開

発推進と社会受容に関する基

盤開発｣(2007～)等 

・文部科学省 科学技術振興調

整費｢ナノテクノロジーの社

会受容促進に関する調査研

究｣(2005～)等 

・経済産業省「ナノ粒子特性

評価手法の研究開発」（2006

～）等 

・厚生労働省「ナノマテリア

ル安全対策調査業務」 

 

＜検討会＞ 

・経済産業省「ナノマテリア

ル製造時業者等における安全

対策のあり方研究会」

（2008/11～） 

・厚生労働省「ヒトに対する

有害性が明らかでない化学物

質に対する労働者ばく露の予

防的対策に関する検討会」

（2008/3～） 

「ナノマテリアルの安全対策

に関する検討会」（2008/3～）

・環境省「ナノ材料環境影響

基礎調査」(2008/6～)等 

・WPMN(Working 

Party on 

Manufactured 

Nanomaterials)

が Chemical 

Committee の下

に設置（2006/9）

・8 つの SG 

(Steering 

Group)に分かれ

て論議 

・これまでに 4 回

の会合（～

2008/6） 

・第 5 回会合は

2009/3 予定 

（SG３で優先検

討物質のデータ

セット作成のた

めの

Sponsorship 

Program が始動。

日本はフラーレ

ン、SWCNT、MWCNT

の研究に参画） 

〔ISO TC229〕 

定義情報等を検討（定義

情報は 2008/10 に公表） 

 

〔WWI〕 

PEN シリーズで多くの

政策提言を公表 

その他、EPA や OECD の

活動と協働 

 

〔デュポン他〕

Environmental defense

との協働による情報集

約作業（Nano Risk 

Framework）（2007/7～） 

 

〔オーストラリア ニュ

ーサウスウェールズ州〕 

ナノ材料の扱いに関す

る提言レポート

（2008/11） 

 

〔生活保護団体等〕 

CTIや FoE等の非政府団

体による U.S.EPA に対

する銀ナノ粒子規制の

嘆願書（2008/5) 

 


